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■継続的な経営課題の解決支援を通じて、
　お客さまの成長・発展をサポートしています。

　中小企業事業は、「公庫のＤＮＡ」（①財務書類の精査、②お客さまとの対話、③現場に足を運ぶこと）を発揮し、 「往診型のホー
ムドクター」として、対話を通じて個々の企業の経営課題を把握し、お客さまが発展していくために必要な情報の提供や、経営
に関するアドバイスを継続的に行っています。
　当事業では、長年蓄積してきた中小企業経営に関するノウハウや全国6.1万先のお客さまの情報をデータベース化した独自
のシステムを構築し、顧客支援サービスに活用しています。
　当事業の提供する情報は、個々の企業のニーズに応じた、いわば“オーダーメイド”の情報であり、このような「生きた情報」
の提供と目利き能力を活かしたアドバイスにより、お客さまをバックアップしています。
　また、ご相談内容に応じて、連携する外部専門家への橋渡しも実施しています。

「往診型のホームドクター」として経営課題の解決を支援

中小企業事業の顧客支援サービス

 お　客　さ　ま

対話を通じた各種ニーズへの
対応・課題解決支援

公庫職員

「公庫のＤＮＡ」

「往診型のホームドクター」

財務書類
の精査

お客さま
との対話

現場に
足を運ぶ

定期的な訪問でお客さまを診察（課題把握）し、お客さまの状態に応じて
適切な診断（解決策提示）を行うことのできる身近で頼りになる存在

顧客支援
ツール等

外部
ネットワーク等

●わかりやすい企業診断

●ＳＷＯＴ分析

●事業承継診断

●ビジネスマッチング

●M＆Aニーズの引き合
　わせ支援

●全国ビジネス商談会等

●中小企業支援実施機関

●経営革新等支援機関

●税理士・公認会計士等

●中小企業診断士等

提案
アドバイス相談提供 紹介

連携

相談

令和2年度実績

主要なもの 件数

わかりやすい企業診断 23,238件

ビジネスマッチング 438件

情報提供・外部ネットワークの活用

経営課題の解決支援
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顧客支援ツール

　中小企業事業のお客さま6.1万先のデータに基づく同業者
比較、決算データの時系列分析、損益分岐点分析、付加価
値分析など、お客さまの財務を多面的な角度から分析する「わ
かりやすい企業診断」を提供しています。

　企業の持つ「強み」(Strength)と「弱み」(Weakness)、事業
を取り巻く「機会」(Opportunity)と「脅威」(Threat)を明確化
したＳＷＯＴ分析により、お客さまの経営戦略策定をサポート
しています。

　「経営情報」や「ＪＦＣ中小企業だより」等を発行し、お客さま
に役立つ情報を随時ご提供しています。

●経営情報
　中小企業施策や企業経営に役立つトピックス等をとりまと
め、広くPRするためのリーフレットです。

●JFC中小企業だより
　特徴ある企業へのインタビュー記事(有効事例)を通じて経
営課題解決の一助としていただくツールです。

●事例集
　お客さまが、公庫制度（新事業育成資金、海外展開・事業
再編資金、企業再建資金等）を活用し、事業の成長・発展、
再生を実現した事例を収録しています。

わかりやすい企業診断

SWOT分析

経営に役立つ情報の提供

わかりやすい企業診断

SWOT分析表

経営情報

JFC中小企業だより

事例集
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Global
Challenge

事業資金相談ダイヤル

0120-154-505
（行こうよ！ 公 庫）

https: / /www. jfc.go. jp/

本店：〒100-0004
東京都千代田区大手町1-9-4

お問い合わせ窓口

詳しくは日本公庫 中小企業事業の窓口または事業資金相談ダイヤルにお問い合わせください。

外貨貸付を活用して為替リスクを低減
スタンドバイ・クレジット（SBLC）制度

メイン銀行と連携したスタンドバイ・クレジット制度を活用して為替リスクを回避

海外展開・事業再編資金

海外展開・事業再編資金（外貨貸付）

海外展開・事業再編資金を活用して輸出を強化
1
2
3
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３.「事業承継計画」策定に係る支援先

「経営情報」に関するご意見・ご要望等ございましたら、中小企業事業の窓口までお問い合わせください。

発行：日本政策金融公庫　中小企業事業本部　顧客支援室　ホームページ https://www.jfc.go.jp/

（注１）ご返済期間、担保の有無などによって異なる利率が適用されます。

（注２）融資制度の詳細については、日本公庫支店窓口または事業資金相談ダイヤル（☎0120－154－505

　　　平日９時～17時）までご相談ください。

「事業承継計画」策定までのステップ

「中小企業経営者のための事業承継対策（令和元年度版）」（中小企業基盤整備機構）を加工して作成

（中小企業基盤整備機構）

　「事業承継計画」の策定と実行にあたっては、さまざまな専門知識が必要となるため、

課題項目に応じて専門家・支援機関のサポートを受けることが重要です。

　「事業承継ネットワーク」に参画する主な専門家・支援機関は、以下のとおりです。

STEP１

STEP２

STEP３

主な専門家・支援機関

●様式・策定マニュアル

　中小企業基盤整備機構ホームページ（https://www.smrj.go.jp/tool/supporter/succession1/index.html）

　　　「中小企業経営者のための事業承継対策」

　　　「事業承継計画表記入様式」

商工会議所・商工会・中央会

事業引継ぎ支援センター
よろず支援拠点

公認会計士・税理士その他士業専門家金融機関

事業承継ネットワーク
　日本公庫では、現経営者が後継者と共に事業承継計画※を策定している方を対象に、

その事業承継計画を実施するために必要な資金のご融資を行っています。

　※日本公庫が定める様式（「事業承継計画書」）の記載・提出が必要です。

【日本公庫】事業承継・集約・活性化支援資金＜事業承継計画関連＞のご紹介 「事業承継計画」策定のポイント

　中小企業においては、2025年までに、平均引退年齢である70歳を超える経営者が約245万人とな

り、そのうち約半数の127万人（日本企業全体の約３割）が後継者未定と予測される等、事業承継が喫緊

の課題となっています。事業承継は、後継者の育成期間も考慮すると、準備に５～10年ほどかかると

言われており、早めの準備及び計画的な取組みが必要となりますが、多くの企業で準備が進んでいない

のが現状です。
　こうしたなか、円滑な事業承継を進めるための手段として、「事業承継計画」の策定が推奨されていま

す。国も、各地域に設置した「事業承継ネットワーク」を通じて、「事業承継診断」の実施とともに、事業

承継に係る課題の解決に向けて「事業承継計画」の策定支援を進めています。

　本号では、「事業承継計画」の概要とその策定のポイントについて紹介します。

【現状の把握】

（事業承継診断等）

① 会社概要の把握
　 現状と将来の見込み

　 キャッシュフロー

　 知的資産　等
② 株主、親族関係の把握

③ 個人財産の概要把握

　 保有自社株式
　 個人名義の土地、建物

　 個人の負債、個人保証　等

【後継者・承継方法※の検討】

① 親族内における後継者候

補の有無② 社内における後継者候補

の有無③ 後継者候補の能力・適性

④ 後継者候補への意思確認

※ 親族内承継、従業員承継、

第三者承継があります。

【事業承継計画の策定】

（主に親族内承継の場合）

① 関係者の理解
② 後継者教育
③ 「会社の魅力」の磨き上げ

④ 株式・財産の分配

⑤ 後継者への生前贈与

⑥ 会社法の活用
⑦ 遺言の活用
⑧ 経営承継円滑化法の活用

⑨ 個人保証・担保の処理　等

１.「事業承継計画」とは

経 営 情 報
2019.12.3No.421

　「事業承継計画」とは、中長期の経営計画に、事業承継の時期、課題項目、具体的な対策

を盛り込んだものを言います。事業承継を検討するにあたって、企業が置かれている立場

や状況がさまざまであることを踏まえ、経営者が、後継者や親族等と一緒に、取引先や

従業員、金融機関等との関係等も考慮しながら策定していきます。

　事業承継を着実に進めていくためには、事業承継に係る自社の課題を把握した後、でき

る限り速やかに「事業承継計画」の策定に着手することが重要です。

ミラサポを活用した補助金情報の検索

「経営情報」に関するご意見・ご要望等ございましたら、中小企業事業の窓口までお問い合わせください。

発行：日本政策金融公庫　中小企業事業本部　顧客支援室　ホームページ https://www.jfc.go.jp/

事業承継・世代交代集中支援事業【令和元年度補正】

　「ミラサポ」は、中小企業庁が運営する、中小企業・小規模事業者向けの補助金・支援サ

イトです。「補助金・助成金ヘッドライン」からは、補助金情報にまとめてアクセスできま

す。また、「補助金　虎の巻」では、補助金活用のポイントなど、公募要領では読み取れな

い情報もわかりやすく紹介されていますのでご活用ください。

https://www.mirasapo.jp/

　ミラサポは2020年４月より「中小企業向け補助金・支援サイト『ミラサポplus』にリニューアルしま

す。新しいサイトでは、補助金や活用事例をより簡単に検索でき、申請までのサービスをワンストップ

で提供します。さらに会員登録（無料）により、登録者に合わせたおすすめの制度や事例をマイページ上

にご紹介します。ぜひご利用ください。４月からはこちらからご覧ください。　https://mirasapo-plus.go.jp/

【お問合せ先】中小企業庁「ミラサポplus」問合せ窓口（mirasapoplus-goiken@meti.go.jp）

2020年４月よりミラサポがリニューアルします

2020年４月よりミラサポがリニューアルします

補助金・助成金ヘッドライン（イメージ）

「補助金　虎の巻」（イメージ）

令和２年度中小企業関係補助金のポイント（令和元年度補正予算関連等を含む）　令和２年度における経済産業省関連予算案のうち「地域・中小企業・小規模事業者関係」のポイント

は、①事業承継・再編・創業等による新陳代謝の促進、②生産性向上・デジタル化、③地域の稼ぐ力の

強化・インバウンドの拡大、④経営の下支え、事業環境の整備、⑤災害からの復旧・復興、強靱化、と

なっています。
　本号では、これらの中から一部をご紹介しますが、各地自治体においても地域の事情に応じて様々な

支援メニューが用意されています。詳しくは、国・都道府県・市町村の施策が簡単に検索・比較検討で

きる、インターネットサービス「ミラサポ」でご確認ください。（注）本号に掲載されている補助金情報は、発行時点のものです。最新の情報は

中小企業庁のホームページまたは「ミラサポ（※）」等でご確認ください。

　（※）ミラサポは2020年４月に「ミラサポplus」（https://mirasapo-plus.go.jp/）と

してリニューアルオープン予定です。詳細はP４をご確認ください。

事業承継・再編・創業等による新陳代謝の促進

経 営 情 報 2020.2.27

No.422

●事業承継補助金　M＆A等を通じた事業承継を契機に、経営革新等に挑戦する中小企業に対し、設

備投資・販路拡大等に必要な経費を支援します。また、新規事業への参入を行う場

合などには重点的に支援を行い、ベンチャー型事業承継・第二創業を後押しします。

　さらに、経営資源を譲り渡した事業者の廃業費用も支援します。

４．【創設】消費税
の申告期限の延長

の特例の創設

「経営情報」に関す
るご意見・ご要望

等ございましたら
、中小企業事業の

窓口までお問い合
わせください。

発行：日本政策金
融公庫　中小企業

事業本部　顧客支
援室　ホームペー

ジ https://www.j
fc.go.jp/

　法人税について
は、申告期限の延

長が認められてい
ましたが、今般の

改正により、消費

税についても、申
告期限の１ヵ月延

長が認められるこ
とになりました。

　法人税と消費税
の申告は原則とし

て、決算日から２
ヵ月以内に行う必

要があります。法

人税は申請により
申告期限を１ヵ月

延長できるのに対
し、消費税には延

長特例がありませ

んでした。
　法人税申告と消

費税申告は密接に
関係することから

、法人税の申告期
限を延長したとし

ても、消費税申告
のために法人税の

申告調整を２ヵ月
以内に終わらせる

必要があり、時間

外労働や休日出勤
を余儀なくされる

ケースや、消費税
の申告後に法人税

の申告調整が発生

したことにより消
費税額が変動し、

消費税の修正申告
等を行わなければ

ならないケースが

ありました。
　そこで、法人税

の申告期限の延長
特例を受ける法人

が、消費税の申告
期限を延長する旨

の届出書を提出し
た場合には、その

届出書を提出した
日の属する事業年

度以後の各事業年

度の末日の属する
課税期間に係る消

費税の申告期限を
１ヵ月延長するこ

とにしました。

５．【変更】その他
の改正 　テレワーク等の

デジタル化投資を
促進するため中小

企業経営強化税制
にC類型が追加さ

れました。また、
固定資産税につい

て、①先端設備投資
に係る減免措置の

適用対象に事業

用家屋と構築物が
追加され、適用期

限も令和５年３月
31日まで２年間延

長されたほか、

②売上の減少幅に
応じた減免措置が

創設されました。

（※）令和３年度
については、令和

２年２月から10月
までの任意の３ヵ

月の売上高が、前
年同期比30％以上

50％未満減少した
場合は１/２軽減さ

れ、50％以上減少
した場合は全額免

除されます。

（１）中小企業経営
強化税制及び固定

資産税減免措置の
拡充

　経営承継期間経
過後に提出する継

続届出書には、認
定承継会社の貸借

対照表・損益

計算書の添付が求
められていました

が、令和２年４月
１日以後に提出す

る継続届出書

については、貸借
対照表・損益計算

書の添付が不要と
なります。

（１）事業承継税制
に係る継続届出書

の添付書類の省略

　国が認定した地
方公共団体の地方

創生プロジェクト
に対して企業が寄

附を行った場

合に、その支出し
た寄附金額の60％（

現行30％）を法人住
民税・事業税から

税額控除し

ます。法人税にお
ける寄附金の損金

算入による税効果
30％と合わせると

、最大で寄附

金額の90％が戻り
ます。

（２）企業版ふるさ
と納税制度の拡充

・延長

（出典・参照）令和
２年度（2020年度

）経済産業関係 税
制改正について（経

済産業省）

（https://www.m
eti.go.jp/main/yo

san/yosan_fy202
0/pdf/zeiseikaise

i.pdf）

税制上の措置の各
項目の説明資料（財

務省）

（https://www.m
of.go.jp/tax_poli

cy/keizaitaisaku
_shiryou.pdf）

　常時使用従業員
数の要件が500人

以下（現行：1,000
人以下）に引き下げ

られています

ので注意が必要で
す。適用期限が２

年間（令和４年３月
31日まで）延長され

ています。（３）中小企業者等
の少額減価償却資

産の損金算入特例
の見直し

（公認会計士・税
理士　有田賢臣）

（法人税）

申告期限（特例）
法人税は、申請に

より、申告期限の
延長が可能。

事業年度開始

課税期間開始
（事業年度開始）

事業年度終了
（決算日）

課税期間終了
（決算日）

申告期限（原則）

申告期限（原則）

（消費税）

《課税期間》

6／30

4／1
3／31

5／31

本改正により消費
税も、法人税と同

様に申告期限の１
ヵ月延長が認めら

れることに。

改正概要

新型コロナウイルス感染症
緊急経済対策における

税制上の措置及び令和２年
度税制改正のポイント

　本号では、新型
コロナウイルス感

染症緊急経済対策
における税制上の

措置に加え、令和
２年度税制改

正について、中小
企業経営に関連す

る項目を中心にご
紹介します。

１．新型コロナウ
イルス感染症緊急

経済対策における
税制上の措置

経 営 情 報 2020.7.30

No.423

１．新型コロナウ
イルス感染症緊急

経済対策における
税制上の措置

２．【創設】オープ
ンイノベーション

促進税制の創設

３．【変更・拡充】
連結納税制度の見

直し（グループ通算
制度への移行）

４．【創設】消費税
の申告期限の延長

の特例の創設

５．【変更】その他
の改正

「経営
情報」に

関する
ご意見

・ご要
望等ご

ざいま
したら

、中小
企業事

業の窓
口まで

お問い
合わせ

くださ
い。

発行：
日本政

策金融
公庫　

中小企
業事業

本部　
顧客支

援室　
ホーム

ページ
 https

://ww
w.jfc.

go.jp/

　生産
性革命

推進事
業にお

ける「
ものづ

くり・
商業・

サービ
ス補助

」「持続
化補助

」

「IT導
入補助

」の３
つの補

助事業
につい

ては、「
通常枠

」に加
え、新

型コロ
ナウイ

ルス

感染症
の影響

を乗り
越える

ために
前向き

な投資
を行う

事業者
を対象

に「特
別枠」

が設

けられ
ました

。ここ
では、「

ものづ
くり・

商業・
サービ

ス補助
」及び「

IT導入
補助」

に

ついて
、ご紹

介しま
す。

（※）
業種別

のガイ
ドライ

ンに基
づいた

感染拡
大予防

の取組
みを行

う場合
は、定

額補助
・上限

50万円
を別枠

（事業
再開枠

）で上
乗せし

ます。

生産性
革命推

進事業

●もの
づくり

・商業
・サー

ビス生
産性向

上促進
補助事

業（も
のづく

り補助
金）

　新製
品・サ

ービス
開発や

生産プ
ロセス

改善等
のため

の設備
投資等

を支援
します

。

●新型
コロナ

ウイル
ス感染

症に関
する対

応とし
て、小

学校等
が臨時

休業し
た場合

等

に、そ
の小学

校等に
通う子

どもの
保護者

である
労働者

に対し
て、有

給の休
暇（年

次有給
休暇を

除く）
を取得

させた
企業に

対する
助成金

が創設
されま

した。

（※）
４月１

日以降
取得し

た休暇
分につ

いては
日額上

限額を
15,00

0円に
引き上

げ

　　（
２月2

7日か
ら３月

31日ま
での休

暇分に
ついて

は日額
上限額

8,330
円）

小学校
休業等

対応助
成金

有給の
休暇を

取得し
た対象

労働者
に支払

った賃
金相当

額（※
）×10

/10

ミラサ
ポplu

sを活
用した

補助金
等の支

援制度
情報の

検索

　「ミ
ラサポ

plus」
は、中

小企業
・小規

模事業
者の皆

さまを
対象と

した様
々な国

の支援
措置

をより
「知っ

てもら
う」「使

っても
らう」

ことを
目指し

た中小
企業向

け補助
金・総

合支援
サイ

トです
。支援

制度や
活用事

例を簡
単に検

索でき
、電子

申請ま
でをサ

ポート
してい

ます。

　「新
型コロ

ナ対策
サポー

トナビ
」では

、新型
コロナ

ウイル
ス感染

症の拡
大の影

響を受
ける

事業者
の方々

向けに
、自社

の事業
規模や

相談内
容に応

じて支
援策を

検索・
閲覧で

きるよ
う

まとめ
られて

います
。是非

、ご活
用くだ

さい（
https:

//mir
asapo

-plus.
go.jp/

）。

無料の
会員登

録で、
最新の

支援制
度情報

を受け
取りま

しょう
！

・登録
情報に

応じて
お勧め

の支援
施策等

を表示
！

・電子
申請で

入力す
る基本

情報等
の保存

や外部
システ

ム（E-
tax、

Jグラン
ツ等）

からの
データ

取り込
みも可

能！

・簡易
な経営

診断で
他社と

の比較
もでき

る！

「新型
コロナ

対策サ
ポート

ナビ」

登録は
60秒！

新型コロ
ナウイル

ス感染症
緊急経済

対策に

おける補
助金・給

付金・助
成金のポ

イント

　新型
コロナ

ウイル
ス感染

症の影
響を受

けた事
業者に

対して
、補助

金、給
付金及

び助成
金が創

設・拡
充

されて
います

。本号
では、

これら
の中か

ら中小
企業経

営に関
連する

項目を
中心に

ご紹介
します

。

補助金

経 営
情 報

2020
.10.2

0

No.4
24

（注）
本号に

掲載さ
れてい

る補助
金・給

付金・
助成金

情報は
、発行

時点の
もので

す。

　　最
新の情

報は関
係省庁

のホー
ムペー

ジまた
は「ミ

ラサポ
plus」

等でご
確認く

ださい
。

「経
営情
報」
に関
する
ご意
見・
ご要
望等
ござ
いま
した
ら、
中小
企業
事業
の窓
口ま
でお
問い
合わ
せく
ださ
い。

発行
：日
本政
策金
融公
庫　
中小
企業
事業
本部
　顧
客支
援室
　ホ
ーム
ペー
ジ h
ttps
://w
ww
.jfc
.go
.jp/

　新
型コ
ロナ
ウイ
ルス
感染
症の
影響
が長
期化
し、
当面
の需
要や
売上
の回
復が
期待
し

難い
中、
ポス
トコ
ロナ
・ウ
ィズ
コロ
ナの
時代
の経
済社
会の
変化
に対
応す
るた
めに
中小

企業
等の
事業
再構
築を
支援
する
こと
で、
日本
経済
の構
造転
換を
促す
こと
が重
要で
す。

　そ
のた
め、
新規
事業
分野
への
進出
等の
新分
野展
開、
業態
転換
、事
業・
業種
転換
、

事業
再編
又は
これ
らの
取組
みを
通じ
た規
模の
拡大
等、
思い
切っ
た事
業再
構築
に意
欲

を有
する
中小
企業
等の
挑戦
を支
援し
ます
。

　
　《
補助
対象
要件
》

①　
申請
前の
直近
６ヵ
月間
のう
ち、
任意
の３
ヵ月
の合
計売
上高
が、
コロ
ナ以
前の
同

３ヵ
月の
合計
売上
高と
比較
して
10％
以上
減少
して
いる
中小
企業
等。

②　
自社
の強
みや
経営
資源
（ヒ
ト・
モノ
等）
を活
かし
つつ
、経
産省
が示
す「
事業
再構

築指
針」
に沿
った
事業
計画
を認
定支
援機
関等
と策
定し
た中
小企
業等
。

　《
成果
目標
》

　事
業終
了後
３～
５年
で、
付加
価値
額の
年率
平均
3.0
％（
一部
5.0
%）
以上
増加
、又
は

従業
員一
人当
たり
付加
価値
額の
年率
平均
3.0
％（
一部
5.0
％）
以上
の増
加を
目指
しま
す。

中小
企業
等事
業再
構築
促進
事業
【令
和２
年度
補正
】

ミラ
サポ
plu
sを
活用
した
補助
金情
報の
検索

　「
ミラ
サポ
plu
s」（
htt
ps:
//m
iras
apo
-plu
s.go
.jp/
）は
、中
小企
業・
小規
模事
業者
の皆
さま

を対
象と
した
様々
な国
や自
治体
の支
援措
置を
より
「知
って
もら
う」「
使っ
ても
らう
」こ
とを
目

指し
た中
小企
業向
け補
助金
・総
合支
援サ
イト
です
。支
援制
度や
活用
事例
を簡
単に
検索
でき
、

電子
申請
まで
をサ
ポー
トし
てい
ます
。

　「
新型
コロ
ナ対
策サ
ポー
トナ
ビ」
では
、新
型コ
ロナ
ウイ
ルス
感染
症の
拡大
の影
響を
受け
る

事業
者の
方々
向け
に、
自社
の事
業規
模や
相談
内容
に応
じて
支援
策を
検索
・閲
覧で
きる
よう

まと
めら
れて
いま
す。
是非
、ご
活用
くだ
さい
。

「新
型コ
ロナ
対策
サポ
ート
ナビ
」

登録
は6
0秒
！無料

の会
員登
録で
、最
新の
支援
制度
情報
を

受け
取り
まし
ょう
！

・登
録情
報に
応じ
てお
勧め
の支
援施
策等
を表
示！

・電
子申
請で
入力
する
基本
情報
等の
保存
や外
部

シス
テム
（E
-ta
x、
Jグ
ラン
ツ等
）か
らの
デー
タ

取り
込み
も可
能！

・簡
易な
経営
診断
で他
社と
の比
較も
でき
る！

⑵　
サプ
ライ
チェ
ーン
効率
化型

　幹
事企
業等
（大
企業
を含
む）
が主
導し
、中
小企
業等
が共
通シ
ステ
ムを
面的
に導
入

し、
デー
タ共
有・
活用
する
こと
でサ
プラ
イチ
ェー
ンを
効率
化す
る取
組み
等を
支援

しま
す（
連携
体は
10者
まで
）。

　人
口減
少に
よる
国内
市場
の縮
小や
、新
型コ
ロナ
ウイ
ルス
によ
る事
業へ
のダ
メー
ジ

が継
続す
る中
、海
外展
開や
新事
業展
開に
より
新た
な需
要を
獲得
する
事が
極め
て重
要

とな
って
いま
す。

　個
社型
につ
いて
は、
海外
展開
やそ
れを
見据
えた
全国
展開
、新
たな
イン
バウ
ンド
需

要の
獲得
のた
めに
、新
商品
・サ
ービ
スの
開発
・改
良、
ブラ
ンデ
ィン
グに
よる
新規
販

路開
拓等
の取
組み
を中
小企
業者
等が
行う
場合
、そ
の経
費の
一部
を補
助し
ます
。

JAP
AN
ブラ
ンド
育成
支援
等事
業

令和
３年
度中
小企
業関
係補
助金
のポ
イン
ト

（令
和２
年度
補正
予算
関連
等を
含む
）

　令
和３
年度
にお
ける
経済
産業
省関
連予
算案
のう
ち「
地域
・中
小企
業・
小規
模事
業者
関係
」の
ポイ
ント

は、
①事
業継
続や
事業
再構
築の
後押
し、
②事
業承
継・
引継
ぎ・
再生
等の
支援
、③
生産
性向
上に
よる
成長

促進
、④
経営
の下
支え
、事
業環
境の
整備
、⑤
災害
から
の復
旧・
復興
、強
靱化
とな
って
いま
す。

　本
号で
は、
これ
らの
中か
ら一
部を
ご紹
介し
ます
が、
各地
自治
体に
おい
ても
地域
の事
情に
応じ
て様
々な

支援
メニ
ュー
が用
意さ
れて
いま
す。
詳し
くは
、国
や自
治体
の施
策が
簡単
に検
索・
比較
検討
でき
る、
イン

ター
ネッ
トサ
ービ
ス「
ミラ
サポ
plu
s」で
ご確
認く
ださ
い。

事業
継続
や事
業再
構築
の後
押し

経
営
情
報

20
21
.２
.25

No
.42
5

（注
）本
号に
掲載
され
てい
る補
助金
情報
は、
発行
時点
のも
ので
す。
最新
の情
報は
中小
企

業庁
のホ
ーム
ペー
ジま
たは
「ミ
ラサ
ポp
lus
」等
でご
確認
くだ
さい
。

262020.1

中小企業事業本部

特別対談 ヒットメーカーに学ぶ

アイリスグループ
アイリスオーヤマ 株式会社

ユーザーイン発想が
まだ世界にないアイデアを生む

事業承継特集

女性経営者に訊く

株式会社 麗光
強い決意で経営を引き継ぎ、
社員とともに未来を描く

株式会社 伊勢半

世界中の人を輝かせる化粧品づくり

27

202
1.3中小

企業
事業
本部

コロ
ナ禍
を乗
り越
え発
展す
る企
業特
集

株式
会社
 由利

絶え
間な
い構
造改
革で

産地
ととも

に未
来へ

株式
会社
 オー

クマ

数々
の苦
難を
乗り
越え
、

たゆ
まず
取り
組む
企業
変革

株式
会社
 王滝

“挑戦
のＤＮ

Ａ”が

見据
える
次の
一手



25 中小企業事業のご案内2021

経
営
課
題
の
解
決
支
援

　中小企業事業では、面談を通じて把握したお客さまの販路開拓ニーズや仕入・外注先開拓ニーズ等に対し、独自のマッチン
グ専用システムも活用して、業種・地域・製商品等を絞り込み、6.1万先のお客さまの中からニーズに適合しそうなマッチン
グ候補先を選定する等、お客さま同士の引き合わせをハンズオンで支援しています。
　また、全国ビジネス商談会の開催等、お客さまに対するマッチングの場の提供にも力を入れています。

マッチングサービス

マッチング事例
【外注候補先選定をサポートしたケース】
・Ａ支店の担当者は、自動車部品メーカーのＢ社から、15〜200トンクラスの樹脂成形用金型製造が可能な企業を探してほしいと
の相談を受け、独自のマッチングシステムを活用し、隣県のＣ支店のお客さまであるＤ社を候補先として選定のうえ、担当者に連
絡しました。
・Ｃ支店担当者が、Ｄ社に対し面談希望の有無等を打診したところ、「是非一度話をしたい」との回答があったため、両社の引き合
わせに向けた調整を実施しました。

マッチングスキーム

公庫職員
（Ａ支店）

公庫職員
（C支店）

両社の引き合わせを実現

B
社

D
社

連携
面談希望確認

面談希望伝達

相談

条件確認（ニーズ深掘り）

日本公庫お取引先と大手企業とのオンライン商談会
　中小企業事業では、令和3年3月8日（月）〜12日（金）の5日
間にわたり、コロナ禍においても大手企業へ販路を拡大した
いというお客さまのニーズに応えるため、オンライン商談会
を開催しました。
　これは、新型コロナウイルス感染症の影響により、これま
で12回にわたり公庫お取引先同士の商談会として開催してきた

「全国ビジネス商談会」の開催を断念する一方で、販路拡大や
サプライチェーンの再構築等、マッチングニーズが多様化す
る中、同商談会の特別企画として実施してきた公庫お取引先
と大手企業との商談に限定してオンライン形式の商談会を開
催したものです。
　オンライン開催としたことで、セラー側では、前回の「全国
ビジネス商談会」に比べ地方からの参加企業が大幅に増加する
とともに、バイヤー側では初めて海外（中国）から大手日系企
業の参加がある等、前回を大幅に上回る（注1）商談（331社、延
べ424件）が実現しました。
　なお、準備段階において、全ての参加企業と事前に接続テ
ストを実施するとともに、初めてオンライン商談へ臨む企業に
対して、資料の画面共有機能やチャット機能の活用等、きめ細
かいサポートを行うことで、商談会当日は大きなトラブルなく
運営することができました。
　また、開催後に行ったアンケートにおいて、91％が参加し
た感想として「大変良かった」または「良かった」と回答し、84%
が「商談成立もしくは今後も商談を継続予定の先あり」と回答
する等、実効性のある商談が行われ、参加企業から高い満足
度を得ることができました。

（注1） 前回の「全国ビジネス商談会」において、大手企業と商談を行った企業数及
び同商談件数との比較

開催データ
会 期 5日（令和3年3月8日〜12日）

会 場 オンライン

参 加 企 業 数 （セラー）公庫お取引先等331社
（バイヤー）大手企業35社

延 商 談 件 数 424件（注2）

参 加 費 用 無料
（注2）事前予約商談件数

「オンライン商談会」当日の様子

事務局
（日本公庫）

Teams 会議機能を活用

コンシェルジュとして
商談をサポート

コンシェルジュとして
商談をサポート

オンライン商談
セラー

（公庫お取引先）
バイヤー

（大手企業）
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